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【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

障害者サポート講座年間参加者及び累計人数 185(722)人 240(1,822)人 300(3,472）人
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登録世帯数
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出典：高齢者福祉課作成資料

【登録世帯数】

75歳以上（23年度からは65

歳以上）の一人暮らしまたは

高齢者のみ世帯で、見守り

を希望する世帯数

【協力員数】

見守りを希望する高齢者に

対し、見守り活動を行うボラ

ンティアの登録人数
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３．すべての人が地域で共に生きていけるまち 

 １．地域福祉の推進 

見守りと支えあいネットワーク事業 

平成 29 年度より新規受付を休止し、新たに見守りを希望する高齢者は見守り訪問事業を
利用。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
障害者サポート講座年間参加者数及び累計人数 

 
平成 23 年度から区民ひろば等を会場に年 4 回程度開催している。令和元年度は映画上映

イベントを障害者団体と合同で実施し、集客アップを図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３－１ 地域福祉の推進 

 
73 

5,863 
7,196 

9,244 

11,355

13,230

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

27 28 29 30 R1

認知症サポーター養成人数（累計）（人）

（年度）

出典：高齢者福祉課作成資料
【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

認知症サポーター養成人数（累計） 4,569人 1万人 1万2,000人

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

街なかで困っている障害者等への手助けができない区民の割合 23.9% 20.0% 18.0%
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平成19年度（n=988)

平成22年度(n=821)

平成25年度(n=449)

平成28年度(n=507)

街なかで困っている障害者等への手助けができない区民の割合

恥ずかしいので声をかけることができなかった
声をかけたかったが、どのように声をかければよいのかわからなかった
助けを求められたので手助けした
自分のできる範囲で進んで手助けした
自分から進んで他の人にも声をかけて手助けした
その他

出典：豊島区地域保健福祉計画改定のための区民意識・意向調査報告書

認知症サポーター養成人数（累計） 

 

認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者（認知症サポーター）に

なるための講座。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

街なかで困っている障害者等への手助けができない区民の割合 

 
「豊島区地域保健福祉計画改定のための区民意識調査・意向調査報告書」結果による。お

およそ 25％の区民が、結果的に声掛けすることができなかったと回答している。 
障害者サポート講座などの区民講座などを通じて、障害者に対する理解の促進を図り、ち

ょっとした手助けができるように気運を高めていく。 
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【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

介護老人保健施設の定員数 206人 356人 456人

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

区内障害者グループホーム定員数 196人 250人 300人
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出典：福祉総務課作成資料

 

 

介護老人保健施設の定員数の推移 

南池袋 4 丁目に、定員 150 名の介護老人保健施設を整備した（平成 29 年 9 月開設）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区内障害者グループホーム定員数 

区内の障害者向けグループホームについては、平成 30 年度に新たに 4 か所設置した。 
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【サポートとしまとは】
　平成15年度から社会福祉協議会に権利
擁護センターとして「サポートとしま」が開設
され、福祉サービスの利用援助や成年後
見制度に関する相談に応じている。
　また、弁護士等の専門家による相談や苦
情対応も行なっている。さらに法人後見の
受任および社会貢献型後見人の養成、後
見監督の受任を行なっている。
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【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

市民後見人の登録者数（累計） 8人 18人 28人
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市民後見人の登録者数（累計）

出典：福祉総務課・豊島区民社会福祉協議会作成資料

権利擁護の推進 

平成 15 年度から社会福祉協議会に権利擁護センターとして「サポートとしま」が開設さ
れ、福祉サービスの利用援助や成年後見制度に関する相談に応じている。また、弁護士等の
専門家による相談や苦情対応も行なっている。さらに法人後見の受任および社会貢献型後見
人の養成、後見監督の受任を行なっている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民後見人の登録者数（累計） 

弁護士などの専門職ではなく、区民のみなさんが身近な人を後見する「社会貢献型後見人
（市民後見人）」の養成並びに育成に向け、養成講座や各種研修、相談対応等の支援を行って
いる。 
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出典：豊島区障害者等実態・意向調査報告書

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

障害者差別解消法に関する研修会参加延人数（累計） 100人（予定）
（平成27年度開始）

2,000人 4,000人

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

差別について「よく感じる」「時々感じる」と回答している障害者の割合 35.1% 31.0% 27.0%

障害者差別解消法に関する研修会延参加人数（累計） 

平成 27 年度から実施。平成 30 年度からは、障害に関する理解を深める目的で、職員向け
の e-ラーニングという形で研修を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者が差別を感じると回答している割合 

3 年に 1 度実施している「障害者等実態・意向調査」結果による。令和元年度は、前回調
査時より、差別を感じる人の割合はやや増加しており、差別解消法の普及啓発をより推進し
ていく必要がある。 
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来所

電話

訪問

その他

16,136

18,696

13,630

15,583

【一人暮らし高齢者等アウトリーチ事業とは】
　相談対応や訪問活動等により、一人暮らし
高齢者等の生活状況を把握し、必要と思わ
れるサービスにつなげたり、地域での見守り
体制構築等の支援を行い高齢者の孤立化を
予防する。

※来所：来所相談における支援

※電話：電話相談における支援

※訪問：訪問による支援

※その他：FAX、手紙、メール等での相談における支援

16,513

 ２．地域における自立生活支援 

民生委員・児童委員の活動状況 

 
令和 2 年 4 月現在の民生委員・児童委員総数は 221 人（男性 35 人、女性 186 人）である。

令和元年度は 5,096 件の相談・支援を行っており、分野別で見ると、高齢者に関する相談支
援件数が半数以上を占めている。相談・支援以外の活動については、関係機関が実施する行
事・事業・会議等へ参加・協力や地域福祉活動・自主活動の活動件数は依然と高い割合を占
めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
一人暮らし高齢者等アウトリーチ事業 

平成 23 年度から、区内 8 か所にある高齢者総合相談センターに、一人暮らし高齢者等ア
ウトリーチ事業等を行う「見守り支援事業担当」を開設した。見守り支援事業担当は、相談
対応や訪問活動、地域づくり等の活動を行い、高齢者の方が住み慣れた地域で安心して心豊
かな生活が送れるように支援をしている。 
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【ボランティアセンターとは】
　社会福祉協議会のボランティ
アセンターでは、ボランティアに
関する相談、ボランティア活動
の紹介・ＰＲ等によりボランティ
ア活動を推進している。
　相談は区内在住の個人・団
体に限らず受け付け、相談対
象も保健・福祉分野のみならず
災害救援活動、環境保全活
動、子どもの健全育成活動等
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地域ケア会議等開催状況 

地域ケア会議は、高齢者個人に対する支援の充実と、地域包括ケアシステムの体制の整備
を同時に進めることができる有効なツールである。地域課題に対応する「地域ケア推進会議」
と、個別の課題解決・自立支援に向けた検討を行う「地域ケア個別会議」を、8 か所の高齢
者総合相談センター及び高齢者福祉課主催にて開催している。 また、相談を通じ、虐待が
疑われる等対応困難な問題を複合的に抱える場合には、精神科医・弁護士を交えた「専門ケ
ア会議」、臨床心理士等による「要援護高齢者援助スタッフ専門相談」を実施し、問題解決を
図っている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティア活動に関する相談件数 

ボランティア活動の推進を図るため、ボランティア情報を発信したり、入門講座やテーマ
別講座を開催するなど、様々な相談を受付けている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３－２ 地域における自立生活支援 

 
79 

12,860

2,743

960

3,683

9,268

1,267

563

6,760

251

1,689

3,432

3,251

17,175

7,178

558

4,089

11,644

1,947

931

8,046

235

2,473

4,019

3,951

20,598

6,489

479

5,394

12,928

2,498

841

8,577

207

3,619

5,611

4,584

15,898 

4,598 

325 

4,140 

10,897 

1,544 

761 

7,680 

270 

3,347 

5,120 

3,927 

13,415 

4,357 

325 

3,853 

9,752 

1,457 

794 

6,834 

250 

3,057 

3,879 

3,362 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

介護保険

介護予防

プラン関連

介護予防

事業関連

一般施策

医療・看護・

保健

権利擁護

虐待

生活・経済

障害者制度

他の在宅

サービス

その他

認知症

（件）

地域包括支援センター 相談件数

27年度

28年度

29年度

30年度

令和元年度

出典：高齢者福祉課作成資料（「豊島区の社会福祉」より）

地域包括支援センター相談件数 

介護保険に関する相談がもっとも多い。 
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※施設接近度とは、一定の区域内の施設が均等に分布していると仮定した場合の施設相互間の距離をいう。
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地域包括支援センターの 23 区比較（施設数・施設接近度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者配食サービス 

高齢化の進展に伴い、配食サービスの利用が増加傾向であった。平成 30 年度に委託事業

から事業者登録制に一部移行したため、延べ食数については、委託事業分のみとなっている。 

また、令和元年度より登録制へ完全移行しているため、令和元年度実績は登録業者全ての

延べ食数の合計となっている。 
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※精神障害者保健福祉手帳の新規交付申請は、初診から6カ月を経過している必要がある。
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※Aランク ： 「豊島区特別養護老人ホーム優先入所基準」において「優先

度が高い」と判断された者

※入所者には区外施設に入所している者も含む

身体障害者手帳・愛の手帳所持者数、精神障害者保健福祉手帳交付件数 

身体障害者手帳所持者数は内部障害が増加している。愛の手帳所持者数は４度が増加して
いる。精神障害者保健福祉手帳所持者数については、毎年、増加の傾向にある。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別養護老人ホームの定員・待機者・入所者推移 

平成 27 年度に 2 施設（千川の杜、東池袋桑の実園）が開設し、定員数が増加した。 
令和元年度に池袋養浩荘が池袋ほんちょうの郷に変わり、定員数が増加した。 
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区内路上生活者数の推移

２月調査

８月調査

出典：「東京都路上生活者概数調査」 1．調査機関：東京都福祉保健局

2．調査範囲：都及び区所管の道路、公園、河川等と鉄道駅舎

3．調査方法：各施設管理者の視覚による確認調査

※20年から1月に調査

生活保護費の推移 

生活保護費は、平成 20 年に発生した世界的な景気後退による雇用情勢の急速な悪化によ
り、平成 20 年度の 109 億円が平成 22 年度には 148 億円へと 35％ 急増した（保護世帯数は
同比 3７％の増）。その後は、保護世帯数や医療・介護扶助費の微増、微減、平成 30 年から
3 年間に渡る生活保護基準の見直し、後発医薬品使用の推進等の様々な要因により、生活保
護費は 150 億円前後で推移している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区内路上生活者数の推移 

区内の路上生活者数はピーク時から５分の１程度に減少している。 
区は、区内関係諸機関による合同パトロール（区独自事業）や社会福祉法人職員による巡

回相談（都区共同事業）等のアウトリーチ事業を実施して、公園、道路、駅等で起居する路
上生活者に対して自立・保護の機会を提供している。 
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（‰）（人、世帯）
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生活保護世帯・人員および保護率の推移

被保護人員（豊島区）

被保護世帯（豊島区）

保護率（‰）（豊島区）

保護率（‰）（都）

保護率（‰）（全国）

出典：「豊島区の社会福祉」

※昭和26～45年度の保護率は「民生局業務統計月報」及び昭和26～45年度の国の保護率は「生活保護速報」による。

（実績） 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
新規相談者数 1,261 1,208 1,168 1,233 1,315
制度利用申込者数 685 674 648 716 739
就労支援対象者数 280 342 228 226 249
就職決定数 192 196 183 166 183
就労準備・社会参加支援事業支援対象者数 19 47 70 65 75

※平成27年度開始事業 出典：福祉総務課作成資料

【くらし・しごと相談支援センターにおける新規相談者数】

【生活困窮者就労準備・社会参加支援事業支援対象者数（年間）】

【くらし・しごと相談支援センターにおける就労支援対象者及び就職者数】

　平成２７年４月から生活困窮者自立支援法が施行され、仕事、借金、住まい等さまざまな事情でお困りの方を対象に「くらし・しごと相談支援セン
ター」を設立し、関係機関と連携しながら、それぞれの状況に応じた支援を行っている。

　くらし・しごと相談支援センターにおいて、「仕事が見つからない」、「就職活動をどのようにしたら良いかわからない」、「仕事の条件が自分に合わな
い」等就労でお悩みの方に対し、個別求人開拓により支援者に合った仕事を創り、安定した就労ができるよう支援している。また、就職活動技術支援
や定着支援等も併せて行っている。

　くらし・しごと相談支援センターにおいて、さまざまな阻害要因により早期の就労が困難な方を対象に、阻害要因の解消を行いつつ就労に向けた基
礎能力を養い、就労に向けた基盤作りを行っている。また、阻害要因解消のため社会参加を促し、孤立・孤独からの脱却も併せて行っている。

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

くらし・しごと相談支援センターにおける新規相談者数 － 1,000人 1,500人

くらし・しごと相談支援センターにおける就労支援対象者及び就職者数 －
250人
125人

300人
150人

生活困窮者就労準備支援事業支援対象者数（年間） － 20人 30人

生活保護世帯・人員及び保護率の推移 

景気の低迷や所得格差の拡大等により増加傾向にあった被保護者数は、平成 20 年秋以降
雇用情勢の急速な悪化により急増したが、平成 23 年度以降は横ばいに転じ、近年は微減傾
向で推移している。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

くらし・しごと相談支援センターにおける新規相談者数、就労支援対象者及び就職

者数、生活困窮者就労準備支援事業支援対象者数（年間） 
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出典：生活福祉課作成資料

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

生活保護受給者のうち、子ども・若者支援事業で高校等に進学した割合、また高校
生の在籍割合

－
100%
95.0%

100%
95.0%
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地域生活定着支援事業において生活安定のため支援終了した人数

及び居宅生活安定化支援事業において支援した人数

地域生活定着支援事業において生活安定のため支援終了した人数

居宅生活安定化支援事業において支援した人数

出典：生活福祉課作成資料

生活保護受給者のうち、地域生活定着支援事業において生活安定のため支援終了し

た人数及び居宅生活安定化支援事業において支援した人数 

 
生活保護を受給している元路上生活者については、平成 22 年度から委託事業として「地

域生活定着支援事業」を開始した。路上生活から宿泊所等に居住している被保護者の居宅生
活への移行と、移行後に安定した居宅生活を継続するための支援を行っている。また、生活
保護を受給している精神保健医療に該当する対象者については、平成 20 年度から「居宅生
活安定化支援事業」を開始。安定した居宅生活を送っていけるように、居宅生活安定化支援
員がケースワーカーや他機関と連携して精神科への受診につなげたり、病院への通院同行・
服薬管理の確認、日中活動についての場の紹介や同行、長期入院者の退院等について支援を
行っている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護受給者のうち、子ども・若者支援事業で高校等に進学した割合、また高校

生の在籍割合 

生活保護受給世帯の子ども・若者やその保護者等に対して貧困の連鎖を防止するために、
平成 27 年度に「子ども・若者支援事業」を開始。子ども・若者支援事業は、専門的知識を持
った被保護者子ども・若者支援員が、ケースワーカーと連携して訪問を中心とした見守り支
援を継続することで、引きこもり、親子関係、生活そのものの課題等を把握して、必要に応
じて関係機関へのつなぎを行うことなどにより、課題解消を図っていく。学齢期の子どもた
ちには無料学習会や子ども食堂の紹介や同行、高校進学後の中途退学を防止するため、学校
生活の継続支援を行っている。また、高校や大学の受験にあたり、進学先の相談や奨学金・
進学資金の貸付等の手続きについても、情報提供や同行支援を行っている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

生活保護受給者のうち、地域生活定着支援において生活安定のため支援終了した
人数及び居宅生活安定化支援事業において支援した人数

30人
49人

50人
85人

50人
85人
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③障害福祉課施設就労支援グループ事業の

利用により一般就労に至った人数

相談支援利用者 就労促進支援事業利用者

出典：障害福祉課作成資料

販売・サービス 7
清掃 5
事務・事務補助 54
製造・調理 2
軽作業 1
その他 0

計 69

就労先（令和元年度）

障害福祉課施設就労支援グループにおける支援 

一般就労を目指す障害者と、就職後、
定着支援を望む障害者を対象に、職業
相談、職場定着支援等の就労支援と社
会生活上必要な生活支援を行っている。 

30 年度に比べ、令和元年度以降の相
談件数が増加している背景として、障
害者雇用率制度の改正（平成 30 年度
から雇用義務の対象に精神障害者が加
わったことや、令和 3 年 4 月までに法
定雇用率が更に 0.1％引き上げ）が影
響している。 

 

 

 
 
就労促進支援事業として実習やビジ

ネスマナー講座、面接対策（履歴書等
作成支援、模擬面接、面接同行）を行
っている。 

令和元年度は企業実習の参加希望者
が少なく、前年より減少した。 

 
 
 
 
 
 
 

相談支援利用者とは就労グループの
相談支援により一般就労につながった
人数で、就労促進支援事業利用者とは、
就労への準備性を高めることを目的と
した実習等の利用も経て、一般就労に
つながった人数を示している。令和元
年度は相談業務件数が前年度より増加
したため、それに伴い相談支援利用者
による就職者が増加した。 
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【高齢者元気あとおし事業とは】
　区内の老人ホームやデイサービスセン

ターなどの介護保険施設等でボランティア
活動を行うことで、高齢者自身の介護予防
と互いに支えあう元気な地域社会作りを目

指した事業。
　説明会に参加し申込により「元気あとおし

会員」として登録し、活動すると貰えるスタ
ンプ数に応じて換金ができる。

【介護予防サポーターとは】
　高齢者福祉課が主催する運動プログラ

ム等の介護予防事業でのサポートや介護
予防サロンの運営やサポートを行う。
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登録者数の推移

介護予防サポーター登録者数 元気あとおし会員登録者数

出典：高齢者福祉課作成資料
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就労支援の状況

実施人員 就労人員 就労率

出典：豊島区の社会福祉

 

生活保護受給者に対する就労支援 

就労経験がない、長期にわたり未就労、就労意欲の衰退等、就労への阻害要因を持つ受給
者が増加している。このため平成 23 年度から就労意欲喚起事業を開始し、面接やセミナー、
作業体験、清掃などのボランティア体験等のプログラムを通して効果をあげている。平成 25
年度から、就労支援専門員を増員して、東西生活福祉課に 2 名ずつ配置し、ハローワークと
の連携や対象者個々への対応を強化した。平成 26 年度にはハローワーク常設窓口「ワーク
ステップとしま」が開設され、平成 27 年 5 月から本庁舎内に移転し、生活保護受給者等生
活困窮者の就労支援環境を充実させている。だが、この３年間に支援対象者が減少している。
稼働能力を有する被保護者の多くが就労し、就労に対して課題の多い被保護者が未就労者と
なっているため、就労支援に結び付きにくい傾向となっていると考えられる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元気あとおし会員・介護予防サポーター 

元気あとおし事業も介護予防サポーターも地域でボランティア活動をすることで、ますま
す元気になる効果を意図とした事業である。元気あとおし事業は年々増加している。28 年度
は、介護保険法改正により「介護予防・日常生活支援事業」となり、運動プログラムを回数
等の再考をおこなったため、主に運動プログラムを主に活動されていた介護予防サポーター
の方の中には、ご本人の高齢を理由に活動を終了された方も多く、平成 30 年度、令和元年度
は最終的には標記の数となったが、高田介護予防センター、フレイル対策センターなど、施
設のスタッフとして新たな活躍の場が創設された。 
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出典：豊島区障害者等実態・意向調査報告書

（25年～は項目なし）

27 28 29 30 R1

介護認定を受けていない高齢者で過去1年間
に地域活動に参加経験のある人の割合

- 58.8% 48.1% 52.4% 65.7%

※平成28年度の調査項目より具体例が追加（高齢者クラブと区民ひろば）

出典：介護保険アンケート調査（H26・28）

出典：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（H29～）

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

障害者が地域の方に「理解されている」「概ね理解されている」と回答している区民
（障害者）の割合

43.2% 46.5% 50.0%

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

介護認定を受けていない高齢者で過去１年間に地域活動に参加経験のある人の割
合

36.5% 37.4% 38.8%

障害者が地域の方に理解されていると回答している割合 

3 年に 1 度実施している「障害者等実態・意向調査」結果による。令和元年度実施し、お
よそ 4 割の障害者が理解を得られていると回答している一方、理解を得られていないと回答
した障害者もおよそ 5 割いる。障害区分別では、知的障害、身体障害のうち音声・言語・そ
しゃく機能の障害の方は約 5 割が理解を得られている、と回答しているように、障害区分別
の差もあり、幅広く理解を進めていく必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護認定を受けていない高齢者で過去 1 年間に地域活動に参加経験のある人の割合 

28 年度の調査項目は、前回のものより変更している。変更理由は、平成 28 年 9 月 30 日
厚生労働省「介護保険事業計画策定に向けた各種調査等に関する説明会」に基づき変更した。
変更内容は、26 年度年 1 回の地域活動やボランティア⇒地域の活動の項目に高齢者クラブと
区民ひろばが追加され、年 1 回を年数回以上の参加者に変更している。 
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（保険給付費：億円)（受給者数：万人)

（年度）

介護保険受給者数・給付費の推移

施設介護サービス

受給者数

地域密着型（介護予防）

サービス受給者数

居宅介護（介護予防）

サービス受給者数

保険給付費総額

出典：介護保険事業状況報告

介護保険認定者数・被保険者数の推移 

第 1 号被保険者数は、平成年 30 度末現在に比べ 81 人減となりわずかずつ減少している。
要介護（要支援）認定者数は、令和元年度末現在 11,873 人である。そのうち第１号被保険者
は 11,670 人であり、第１号被保険者に占める要介護（要支援）認定者数の割合は約 20.00%
となっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険受給者数・給付費の推移 

サービス受給者の延べ人数は 123,851 人（居宅サービス 73.8%、地域密着型サービス 12.3%、
施設サービス 13.9%）となっている。 
保険給付費総額は、平成 27 年度からの 5 年間で約 5 億円（2.9%）増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1号被保険者

要支援

要介護

65歳以上の被保険者

介護保険の対象者だが要介護状態が軽く、生活機能が改善する可能性が高いと認定された人

介護保険のサービスによって、生活機能の維持改善を図ることが適切であると認定された人（5段階）
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出典：高齢者福祉課作成資料

※介護予防事業（運動プログラム）とは、高齢者マシントレーニング、筋力アップ教室、水

中トレーニングの3事業を指す。

80.41%

80.19%
79.89% 79.99%

79.67%

79.0%

79.5%

80.0%

80.5%

81.0%

27 28 29 30 R1 （年度）

６５歳以上人口に占める要介護要支援認定を受けていない

元気高齢者の割合

年度 （Ａ）65歳以上人口
（Ｂ）要介護要支援

認定者数
（Ｃ）元気高齢者の

数（Ａ－Ｂ）
元気高齢者の
割合（Ｃ／Ａ）

27 57,924 11,347 46,577 80.41%
28 58,155 11,523 46,632 80.19%
29 58,365 11,736 46,629 79.89%
30 58,295 11,666 46,629 79.99%
R1 57,413 11,670 45,743 79.67%

出典：「介護保険事業状況報告（各年度3月末）」資料

介護予防運動プログラム事業参加者数 

平成 27 年度までは、マシントレーニング、筋力アップ教室は、介護予防が必要と判定
された二次予防対象者向けに、水中トレーニングは一般高齢者向けに実施している。 
平成 28 年度からは、介護保険法改正により「介護予防・日常生活支援事業」となり、

事業を見直して高齢者の運動のきっかけ作りとし、初めて申し込みをした人のみに限定
し、期間及び実施回数も減らしたため参加人数は減少した。令和元年度は、事業規模を
見直した。定員に満たない場合、2 回目以降申し込みをした人も受け付けた。 
 

 

 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

元気な高齢者の割合 

高齢化の進展に伴い、後期高齢者（75 歳以上）が前期高齢者（65～74 歳）を上回ったこ
とから、認定者数も増加している。 
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高齢者のうち外出頻度が週1回以下の方の割合

（介護給付利用対象者を除く）
（％）

（年度）

出典：介護保険事業報告資料（H24・26・28）

出典：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（H29）

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

高齢者のうち外出頻度が週１回以下の方の割合（介護給付利用対象者を除く） 11.9% 10.8% 9.3%

高齢者のうち外出頻度が週１回以下の方の割合（介護給付利用対象者を除く） 

介護保険制度が普及し、介護保険制度のサービスについて理解と利用がすすむ中で、65 歳
以上の人口の増加に伴い、認定者数も増加しており、65 歳以上人口に占める元気な高齢者の
割合は、徐々に減少している。 
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主要死因別死亡割合

悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎 自殺 不慮の事故 肝疾患 老衰 腎不全 糖尿病 その他

(1,933人)

(2,344人)

(2,393人）

(2,261人）

(2,401人）

(2,357人)

(1,967人）

(2,312人）
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(2,455人）

出典：死亡原因一覧表
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 ３．健康な生活の維持・増進 

主要死因別死亡割合 

令和元年の豊島区の死亡数は、2,344 人で、平成 30 年より 111 人減となり、死亡率（人口
千対）は、7.8 と前年より 0.4 減少した。豊島区の 3 大死因の死亡数と死亡率（人口 10 万対）
は、 ○第 1 位：悪性新生物 603 人（200.5）、○第 2 位：心疾患 393 人（130.7）、○第 3 位：
老衰 210 人（69.8) であり、脳血管疾患、心疾患の割合が増加した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

がんによる死亡のうち部位別に死亡
が多いのは、気管、気管支及び肺がん、
大腸がん、胃がん、肝がんの順番になっ
ている。また、がん検診の実施と関連の
ある胃がん、大腸がん、気管・気管支及
び肺がん、乳がん、子宮がん、前立腺が
んの死亡を合わせると、5 割を超えてい
る。 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

出典：出典：令和元年人口動態統計より、豊島区の保健衛生、事業概要、地域保健課作成資料     
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【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

区民のがん検診受診率 17.7% 23.8% 25.5%
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全体受診率

胃がん

子宮頸がん

肺がん

乳がん

大腸がん

（年度）

（％）
がん検診受診率の推移

【国報告の受診率の算定】

胃がん・大腸がんは国の指針に従い40歳

以上の受診率で算出している。

乳がん検診は、マンモグラフィ検査と視触

診の両方を受診した者の受診数で算出し

ている。

厚生労働省のがん対策推進基本計画（Ｈ

24）により、平成26年度より受診率を算定

する対象年齢が諸外国との比較をふまえ、

40歳から69歳（子宮頸がんは20歳から69

歳）に変更。

平成25年度までは40歳以上（子宮は20

歳以上）

平成26年度からは40歳から69歳（子宮は

20歳から69歳）

出典：地域保健課作成資料

※受診率：地域保健・健康増進事業報告（国への報告）に

よる受診率

※全体受診率は、5つのがん検診受診率の平均

5,164
4,311 4,163

9,713 10,112

11,856 11,127 10,963

9,225 9,521

6,441
5,905 6,086

9,968
10,188

7,886 7,464 7,328
6,606 6,603

17,979

16,467
16,736

14,713

13,789

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

27 28 29 30 R1

がん検診受診者推移

胃がん

子宮頸がん

肺がん

乳がん

大腸がん

(人）

（年度）

出典：地域保健課作成

「豊島区の保健衛生」 に一部データ

掲載

※子宮頸がん・乳がん検診の対象者

について平成17年度から厚生労働省

の指針を受け、実施年度中に偶数年

齢を迎える区民を対象としている。

※乳がんは視触診のみ受診者も含み、

胃・大腸がんは30代の受診者も含む。

がん検診の受診率・受診人数の推移 

検診チケット（受診券）については、今まで、大腸がん、乳がん、子宮頸がんを個々に送
っていたが、30 年度から、胃がん、肺がんを合わせた 5 つのがんをまとめて送る方式に改め
た。そのため胃がん、肺がんの受診率が上がった。特に胃がんについては、従来の X 線検査
の伸びの他、新たに始まった内視鏡検査分も加わったため大きな伸びを見せている。 
令和元年度も 30 年度に引き続き個別勧奨や再勧奨に加え、転入者への勧奨も追加した。

また、大腸がん検診は、かかりつけ医による受診勧奨を行うとともに、としまテレビを使っ
たメディアによる受診勧奨についても積極的に行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年度から、胃・肺・大腸・乳・子宮の 5 つのがんの受診チケット送付を始めたこと

から胃、肺、子宮の受診者が伸びた。特に胃は内視鏡検査を新たに開始したことも受診者増

の大きな要因となった。大腸がんの受診者数については年々低下傾向にある。 
平成 30 年度に受診チケットをまとめて送る方式に改めた際、高齢者の検診による体の負

担を考慮し、送付対象の上限を 79 歳とした。（80 歳以上は希望者申出制） 
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45.8 

52.1 
50.9 50.7 51.4 

50.6 
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44
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46
47
48
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52
53

27 28 29 30 R1 27 28 29 30 R1 27 28 29 30 R1

全体 男性 女性

（％）

（年度）

長寿健診受診率（全体・男女別）

27.8 

46.7 

51.0 
48.8 

41.2 

30.2 28.6 

46.8 50.5 49.2 

40.2 

30.3 

25.6 

47.1 

49.4 
48.9 

41.3 

28.0 
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45.3 

50.1 48.7 

41.4 

30.2 

27.0 

41.9 

50.9 49.0 

42.6 

35.4 
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50

60

74歳以下 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上

（％） 長寿健診受診率（男性年齢別）

27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

48.5 

57.9 
56.6 

48.6 

39.8 

27.1 

44.1 

56.3 55.9 

46.9 

39.9 

28.9 
33.3 

56.0 56.2 

47.8 
37.2 

28.0 

43.8 

55.5 

57.1 

50.7 

37.8 

27.4 

41.7 

54.0 
56.3 

49.8 

37.7 

29.3 

0

10

20

30

40

50

60

70

74歳以下 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上

（％）
長寿健診受診率（女性年齢別）

27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

出典：地域保健課作成資料

 

３．長寿健診受診状況 

後期高齢者医療制度に加入の方に対して長寿健診を実施している。 
受診率については、男性よりも女性の方が高く、50％を超えている。 
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出典：地域保健課作成資料

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

特定健診受診率 39.3% 54.0% 55.0%

４．特定健診受診状況 

豊島区国民健康保険加入の 40 歳以上の方に対して特定健診を実施している。 
受診率については、未受診者へ通知および電話による再勧奨、アンケート調査を行ったも

のの、全体では前年度より 1.0％減少した。 
健診により要医療となった者は医療による管理に誘導しており、年一回の定期的な受診の

大切さを周知することが重要となっている。 
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【メタボリックシンドロームの判定及び特定保健指導階層化について】

男性腹囲85㎝以上、女性腹囲90㎝以上、又は男女ともＢＭＩ25以上で、血圧・脂質異常・血糖・喫煙・服薬の追加リスクにより危

険度を判定し、「積極的支援」「動機づけ支援」「情報提供」に振り分ける。

10.4 10.5 11.0 11.4 11.3
17.9 18.1 19.3 19.3 19.5

5.1 5.1 5.1 5.8 5.6

16.9 16.8 16.7 17.6 17.4

29.1 29.2 29.1 30.3 30.3

8.2 8.1 8.0 8.6 8.3

0

10

20

30

40

50

60

27 28 29 30 R1 27 28 29 30 R1 27 28 29 30 R1

全体 男性 女性

（％）

（年度）

メタボリックシンドローム基準および予備群該当者

該当 予備群該当

8.2 8.2 8.5 8.6 8.5
13.1 12.6 13.5 13.2 13.4

4.8 5.1 5.0 5.3 5.1

4.0 3.9 3.7 3.7 3.6

8.3 7.8 7.5 7.5 7.4

1.0 1.1 1.1 1.1 1.0

27 28 29 30 R1 27 28 29 30 R1 27 28 29 30 R1

全体 男性 女性

0

10

20

30

40

50

（年度）

（％）
特定保健指導レベル該当者

積極的支援

動機づけ支援

出典：地域保健課作成資料

特定健診の結果によるメタボリックシンドロームの該当者、特定保健指導レベルとも、増
減はあるが、ほぼ横ばい状態である。 
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【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

運動習慣のある人の割合（特定健診質問票より） 40.5% 43.0% 44.5%

５．運動習慣及び健康診断の受診状況 

運動習慣の状況をみると、20 代、30 代、40 代の約半数がほとんど運動をしていないこと
が分かる。健康診断受診状況では、全ての年齢層で受診率が 70％以上であった。職業別では
「会社員・公務員・団体職員」が 92.8％と最も多く、また、受診者の割合が最も低いのは「家
事専業」で、52.3％であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.6%

28.2%

20.6%

10.7%

9.6%

4.7%

10.2%

19.4%

28.6%

21.7%

17.8%

18.6%

13.5%

10.9%

15.3%

8.5%

18.9%

18.8%

18.0%

14.0%

15.6%

8.1%

5.6%

4.0%

9.6%

6.6%

11.7%

11.7%

41.2%

25.8%

33.1%

42.6%

46.7%

55.6%

50.8%

1.4%

3.3%

1.7%

0.5%

0.6%

0.6%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

70歳以上

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

20～29歳 ほぼ毎日運動

している

週に2回以上運

動している

週に1回くらい

運動している

月に１～2回くら

い運動している

ほとんどしてい

ない

無回答

②運動習慣の状況（年齢別）

19.7%

24.0%

21.4%

80.3%

76.0%

78.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

全体

運動習慣があると回答した人の割合 その他

①運動習慣のある人の割合

※運動習慣のある人：（1日30分以上、週2回

以上の運動を1年以上持続していると回答し

た人）

調査時期：平成 29 年 1 月  対象：区民 20 歳から 79 歳までの中から 3,000 人を無作為抽出 

有効票数（有効回収率）：1,063（35.4%）  調査方法：郵送配布郵送回収 

78.6%

85.7%

75.3%

70.6%

71.4%

52.3%

92.8%

83.1%

68.3%

20.5%

11.4%

22.8%

27.9%

28.6%

46.9%

6.9%

16.9%

30.7%

0.9%

2.9%

1.9%

1.5%

0.0%

0.8%

0.2%

0.0%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

その他

無職

パートタイマー・

アルバイト

学生

家事専業

会社員・公務員

団体職員

会社・団体役員

自営業

受診者の割合 未受診者の割合 無回答割合

③過去1年間の健康診断受診状況（職業別）

81.4%

85.4%

78.9%

87.3%

77.8%

82.5%

73.4%

17.7%

12.7%

20.6%

12.2%

21.6%

17.0%

25.8%

0.9%

1.9%

0.6%

0.5%

0.6%

0.6%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

70歳以上

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

20～29歳

受診者の割合 未受診者の割合 無回答割合

④過去1年間の健康診断受診状況（年齢別）

出典：地域保健課作成資料
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1
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相談者年齢

27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

（人）

（歳）

21

9

0

3

11

0

3

12

17

5

0

3

12

2

8

25

14

8

1
3

9

0

15

18

28

10

0

6

13

0

22

1213

1 0 1
3

0
2

12

0

5

10

15

20

25

30

月経 婦人科疾患 性感染症 不妊・不育 妊娠・避妊 女性特有のガン 産後の体調 その他

相談内容

27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度

（件）

出典：豊島区の保健衛生

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

女性のライフプラン形成のための健康相談事業（延べ相談件数）
75件

（H26.9.3～H27.3.4)
130件 140件

６．女性のライフプラン形成のための健康相談事業 

健康で自分らしい生き方や、安心な妊娠・出産・子育てをサポートする女性を対象とした
総合相談を毎月 1 回実施。産婦人科医師・助産師・保健師・栄養士・歯科衛生士が個別相談
に応じている（歯科衛生士は平成 30 年度で終了）。 
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【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

子育て世代の区内定着率 69.0% 75.0% 75.0%

64.6

68.8
70.0

68.0
70.3

55

60

65

70

75

80

27 28 29 30 R1

（％）

（年度）

子育て世代の区内定住率

出典:健康推進課作成資料

2,045 
2,074 

2,109 

2,009 

1,936 

1,993 
2,018 

2,103 

1,989 
2,019 

97.5 97.3 
99.7 99.0 

104.3 

70

75

80

85

90

95

100

105

1,900

1,950

2,000

2,050

2,100

2,150

27 28 29 30 R1

（％）（人）

（年度）

赤ちゃん訪問の実績

出生数 訪問数 訪問率

出典：豊島区の保健衛生

７．子育て世代の区内定住率 

「3 歳児健診対象者(a)」を 3 年前の「妊娠届数(b)」で割った値(a/b)を算出し、これを妊娠
届提出後に 3 歳児健診まで区内に定着していた人の割合とみなしている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
８．赤ちゃん訪問（こんにちは赤ちゃん事業） 

これまでの母子保健法による新生児訪問指導と児童福祉法及び子ども・子育て支援法によ
る乳児家庭全戸訪問「こんにちは赤ちゃん事業」として一体的に実施し、母子の健康維持増
進に虐待予防の視点を加えた子育て支援として強化している。 
出生数は人口動態統計により両親が外国籍の乳児を含まず、訪問件数は両親が外国籍の乳

児と転入の乳児を含む。 
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81.2% 77.6% 74.4%

57.6%
50.6% 49.4%

35.6% 33.5%

17.5% 21.1%
20.7%

34.9%
42.0%

35.4%

37.1%
35.0%

0.9% 1.3%
4.3% 5.8% 4.9%

11.0%

16.0%

14.7%

0.3% 0.0%
0.6% 1.7% 2.4% 4.2%

11.3%
16.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 65歳 70歳 75歳

令和元年度 歯周病検診における現在歯数

19歯以下

20～23歯

24～27歯

28歯

令和元年度歯周病検診計

対象者： 30,780人

受診者： 2,455人

出典：歯周病検診結果集計表

73.1%

53.7%

37.9%

19.0%

25.3%

40.9%

48.0%

47.0%

1.3% 4.2%

10.1%

18.5%

0.2% 1.3%
4.0%

15.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

40歳 50歳 60歳 70歳

平成26年度 歯周疾患検診における現在歯数

19歯以下

20～23歯

24～27歯

28歯

平成26年度歯周疾患検診計

対象者： 21,799人

受診者： 1,918人

出典：歯周疾患検診結果集計表

９．現在歯数 

自分の歯を 24 本以上保有している人の割合は 40 歳で 98.8%だが、50 歳では 95.1%、60
歳では 92.7％と減少していく。この時期以降に歯を多く喪失し、80 歳では 56.5%となって
いる。平成 26 年度と比べ、現在歯数は平均 3.6％上昇しており、平成 21 年度から始めてい
る 8020 運動等により、歯の検診を定期的に行う知識が徐々に普及していることが見受けら
れる。 
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【接種対象等】

ＢＣＧ：1歳に至るまで 二種混合：11歳以上13歳未満

Ｂ型肝炎：1歳に至るまで インフルエンザ：65歳以上（特定疾患は60歳以上）

麻しん風しん混合第1期：1歳以上2歳に至るまで 高齢者肺炎球菌：原則当該年度内に65歳になる人
麻しん風しん混合第2期：5歳以上7歳未満の小学校入学の1年前
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出典：豊島区の保健衛生
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出典：厚生労働省健康局調査、結核登

録者情報調査年報及び結核発生動向

調査集計表

※り患率：結核まん延状況をあらわす基

本的指標。一年間に発病した患者数を

人口10万人対率で表したもの。

１０．定期予防接種 

予防接種法に基づき実施する予防接種は、被接種者の感染予防・重症化予防を目的として
いるが、集団生活の場での安全確保・医療費削減においても有効な施策である。 
対象の予防接種は以下のとおり。（ワクチンごとに対象年齢あり） 
ＢＣＧ、B 型肝炎、四種混合（DPT-IPV）、Hib、小児用肺炎球菌、日本脳炎 1 期・2 期、 
水痘、二種混合（DT）、麻しん風しん混合第 1 期・第 2 期、子宮頸がん予防（勧奨見合わ

せ中）、高齢者肺炎球菌、高齢者インフルエンザ 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．結核り患率 

豊島区は結核り患率が非常に高く、生活困窮者・外国人患者の割合が多い都市型結核の特
徴がある。結核対策は、感染症法（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律）に基づき、登録患者の服薬支援・医療費公費負担や、患者の早期発見のため接触者健診
等を実施している。 
 

 

 

 

 

 

 

 



 ３－３ 健康な生活の維持・増進 

 
101 

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

感染症・食中毒予防講習会開催件数 79回 120回 130回
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1
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27 28 29 30 R1

（件）

（年度）

病因別食中毒発生状況（件数）

その他

ウェルシュ

サルモネラ

黄色ブドウ球菌

カンピロバクター

ノロウイルス
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31

4 0

16
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20

6 11

4

12

4 00
0

77

0

32

1

4

1

0

20

40

60
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120

27 28 29 30 R1

（人）

（年度）

病因別食中毒発生状況（患者数）

その他

ウェルシュ

サルモネラ

黄色ブドウ球菌

カンピロバクター

ノロウイルス

出典：生活衛生課作成資料
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0

20
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80
（人）
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（回）食品衛生講習会実施状況

回数 参加者数
出典：生活衛生課作成資料

１２．食中毒発生状況 

 
アニサキスとカンピロバクターによる食中毒が全国的に多発しており、本区においても、

アニサキス、カンピロバクター、ノロウイルスによる食中毒がそれぞれ 1 件ずつ発生してい
る。近年、本区でも毎年のようにアニサキスによる食中毒が発生している実態がある。鮮魚
介類の生食は、アニサキス食中毒のリスクがあることを周知していくことが重要である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３．感染症・食中毒予防講習会件数・参加者数 

食品取扱従事者及び消費者を対象に、食品衛生意識の向上、食中毒予防のため、講習会、
街頭相談等を実施している。 
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休日診療(内科・小児科・歯科)の受診者数の推移

休日昼間 休日準夜 土曜準夜 休日歯科 出典：豊島区の保健衛生
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平日準夜間小児初期救急診療の受診者数の推移 0～4歳 5～15歳

出典：豊島区の保健衛生

※東京都の統計区分の変更に伴い、平成26～28年度は「0～5歳」、「6～15歳」で区分している。

１４．休日診療（内科・小児科・歯科）診療の実績の推移 

 
休日における救急患者に対する医療対策として、池袋休日診療所・長崎休日診療所・池袋

歯科休日応急診療所（あぜりあ歯科診療所内）で休日診療を実施している。なお巣鴨地区で
は年末年始に、在宅当番医方式による診療を実施している。 
ここ 3 年程は 6,500 人前後の利用があり、休日診療所の存在が区民に定着している表れで

ある。インフルエンザの流行により、利用人数変動がみられる場合がある。 
令和元年度も前年度と変わらない程度の受診者があった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

１５．平日準夜間小児初期救急診療の実績の推移 

 
平成 19 年 12 月より小児初期救急医療対策として、都立大塚病院内に開設した。平成 19

年度は平日週 3 日の実施、平成 20 年度より平日週 5 日の実施（休日・年末年始は除く）。 
小児科医の減少等に伴い、平日準夜間（20 時～23 時）における小児初期救急医療体制を

確保することにより、働く親等の安心を高めることを目的として開始した。令和元年度 10 月
からは、当事業を豊島区と文京区の共同実施とし、協定書を交わした。 
令和元年度の 1 日平均受診者数は約 2.34 人であり、受診者数の約 7 割近くが未就学の幼

児である。 
この 5 年は減少傾向にある。これは当事業が夜間救急であり、継続診療を目途とするもの

でないことが区民に浸透してきている故と思われる。なお受診者の住所は、いずれの年も豊
島区と文京区の小児が 8 割ほどを占めている。 
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出典：歯科相談窓口実績報告
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出典：在宅医療相談窓口実績報告

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

在宅医療相談窓口コーディネート数 784件 1,080件 1,330件

【基本計画2016-2025　施策の達成度をはかる指標】

指標名
平成26年度

〈現状〉
令和2年度
〈前期目標〉

令和7年度
〈後期目標〉

歯科相談窓口コーディネート数 22件 40件 50件

１６．在宅医療相談・歯科相談 

豊島区では、誰もが住み慣れた地域で安心して在宅医療を受けることができる仕組みづく
りの一環として、在宅医療相談窓口、歯科相談窓口を開設した。入院中心の医療から地域（在
宅）医療への医療政策への転換が進む中、相談窓口のニーズが今後も高まっていくと予想さ
れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


